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「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の推進について 

９月に就任した前田国土交通大臣の指示により、下記の「４つの実現すべき価値、８つの新たな施策展開の方
向性」に関する基本方針と基本方針に基づく施策の検討・具体化に着手。国家戦略会議が年末にとりまとめる
「日本再生の基本戦略」に「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の考え方を盛り込む方向で調整。 



エネルギー・環境会議 

エネルギーシステムの歪み・脆弱性を是正し、安全・安定供給・効率・環境の要請に応える短期・中期・長期か
らなる革新的エネルギー・環境戦略を政府一丸となって策定するため、平成２３年６月、新成長戦略実現会議
においてエネルギー・環境会議の設置が決定された。 
本会議は、「国家戦略会議の開催について」（平成２３年１０月２１日閣議決定）によって、国家戦略会議の下に
位置付けられ、革新的エネルギー・環境戦略とともに、２０１３年以降の地球温暖化対策の国内対策もテーマと
して取り扱われることになった。 

設置目的 

12月下旪  エネルギー・環境会議開催 
             （コスト等検証報告の公表、ベストミックスの基本的考え方の提示） 
来年春頃  エネルギー・環境会議開催 
             （革新的エネルギー・環境戦略の選択肢を提示） 
来年夏頃  エネルギー・環境会議開催 
             （国民的議論の帰趨を踏まえ、革新的エネルギー・環境戦略を決定。 
      新エネルギー基本計画、新原子力政策大綱、グリーンイノベーション戦略を統一的に提示） 
                   
  

今後のスケジュール 

 

  議     長  ： 国家戦略担当大臣 
 

  副 議 長  ： 経済産業大臣、環境大臣 
 

  構 成 員  ： 外務大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、 
                    国土交通大臣及び内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、 
                議長の指名する内閣官房副長官 
 

    事務局長 ：内閣府副大臣（国家戦略担当） 

会議構成員 

出典：第３回エネルギー・環境会議（１０月３日開催）資料に基づいて作成 

3 



出典：第４回エネルギー・環境会議（１１月１日開催）資料に基づいて作成 

今冬の節電対策について 
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12/26(月）～2/3(金)の平日 8:00～21:00 
                    (12/29, 12/30,1/3,1/4を除く) 



エネルギー需給安定行動計画（１１月１日第４回エネルギー・環境会議決定） 

需要家別に、国の支援を受けて取り組むべき対策を「エネルギー需給安定行動計画」としてとりまとめた。1656万
kwとされている来夏のピーク電力不足に対応すべく、①見える化の徹底と市場メカニズムの活用、②需要構造の
改革、③供給構造の改革に取り組むことにより、合計1622万kwのピーク電力対策を見込む。 

出典：第４回エネルギー・環境会議（１１月１日開催）資料 5 



エネルギー規制・制度改革アクションプラン 
「エネルギー需給安定行動計画」の中で、エネルギーに関連した規制・制度改革事項を、①電力システム改革、②
再生可能エネルギー、③省エネルギーの３つの柱でとりまとめた。重点項目は以下の２６項目。 

出典：第４回エネルギー・環境会議（１１月１日開催）資料 6 は国土交通省に関連する事項 ※ 



エネルギー基本計画の見直し 
●東日本大震災及び原子力発電所の事故等の発生を踏まえ、１０月３日より総合資源エネルギー調査会総合部会基本問題委員会
において、現行エネルギー基本計画の見直し作業に着手。 

●年内にエネルギーのベストミックスの基本的考え方を提示し、年度末にベストミックスの選択肢を提示して国民的議論を展開し、
来年夏頃を目途に新計画を策定する予定。 

 

 

 

 

 

出典：第４回エネルギー・環境会議（１１月１日開催）資料 

（参考）現行エネルギー基本計画（平成２２年６月閣議決定）は、電源構成に占めるゼロエミッション電源（原子力及び再生可能エネルギー由来）の割合を
約７０％とし、そのうち、原子力の割合を原発の１４基新増設等により５３％まで増やすことにより、２０３０年に１９９０年比▲３０％以上の削減を目指す。 

 

＜現行エネルギー基本計画の想定＞ 
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省エネ法改正の検討（総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会） 

震災によって生じた課題と検討の方向性 

出典：総合資源エネルギー調査会第１４回省エネルギー部会（１１月７日開催）資料 
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省エネ法改正 検討の方向性① 

出典：総合資源エネルギー調査会第１４回省エネルギー部会（１１月７日開催）資料 
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省エネ法改正 検討の方向性② 

出典：総合資源エネルギー調査会第１４回省エネルギー部会（１１月７日開催）資料 
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第１７回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ１７）における我が国の方針について 

出典：IEA key world energy statistics 2011 より作成 ※（）内は、2008年からの%の増減 

●開催日時：１１/２８（月）～１２/９（金）、於：南アフリカ・ダーバン 
●・我が国の最終目標は、「全ての主要国が参加する公平かつ実効性のある国際枠組みを構築する新しい 
  一つの包括的な法的文書の早急な採択」。 
・ダーバンでの目標は、この枠組みに向かう道筋を明らかにし、必要な作業に着手すること。 
・我が国は、将来の包括的枠組みの構築に資さない以下の合意は受け入れられない。 

①京都議定書の第二約束期間の設定 
②第一約束期間の暫定延長 
③実質的に第二約束期間の設定と同義となる措置 

国際航空・海運 

3.5% 
(±0) その他 

22.8% 
(△1%) 

インド 

5.5% 
(+0.6%) 

中国 

23.7% 
(+1.4%) 

米国 

17.9% 
(△0.1%) 

その国 
先進国 7.0% 

(△0.4%) 

日本 
3.8% 

(△0.1%) 

ロシア 

5.3% 
(△0.1%) 

EU旧15カ国 

10.1% 
(△0.6%) 

世界のＣＯ２排出量 

２９０億トン 
２００９年 

※京都議定書上の排出削減義務は世界全体のエネルギー起源ＣＯ２排出量の３割未
満しかカバーしておらず、現在、議定書の下で排出削減義務を負っていない米・
中の２カ国で世界全体の排出量の約４割を占める。 

京都議定書義務付け対象国の割合；26.6%(△0.8%) 

 
●ＡＷＧ－ＬＣＡ（条約の下での長期的協力の行動のための特別作業部会）  
 ・共有のビジョン（長期目標等） 
 ・緩和（排出削減） 
 ・適応（気候変動の悪影響への対策） 
 ・資金 等 
●ＡＷＧ－ＫＰ（京都議定書の下での附属書Ⅰ国の更なる約束に関する特別作業部会）  

 ・第３条９に基づく京都議定書の改正(第二約束期間の設定等) 
 ・森林及び都市緑化等に関する吸収・排出量（計上ルール等）等 

ＣＯＰ１７における主な検討テーマ 
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日本・カナダ・ロシア 

 
京都議定書の第二約束期間の約束は認められ
ない 

 

⇒全主要排出国が参加する公平かつ実効性の
ある国際枠組みを構築する新しい一つの包括的
な法的文書の早急な採択を目指す 

主要途上国 
先進国は京都議定書の下の第二約束期間を設定し野
心的な目標を約束すべき。米国も削減義務を受け入れ
るべき。途上国の義務は受け入れず 

島嶼国 
先進国だけでなく全ての排出国が義務を負うべき 

ＥＵ 

 
主要国が参加する包括的国際約束が実現することを条件に
京都議定書の第二約束期間の設定を受け入れる 

条件付 

包括的国際約束が実現できない場合、結局京都議定書
の第二約束期間が固定化してしまう恐れがある 

米国 
京都議定書加盟国でない

ので無関心 

京都議定書第二約束期間に関する各国のスタンス 

（我が国の懸念） 
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「環境未来都市」構想について 
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《背景・趣旨》 

未来に向けた技術、仕組み、サービス、まちづくりで世界トップクラスの成功事例を生み出し、国内外への普及
展開を図る。「新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」（平成２２年６月１８日閣議決定）の中で、環境・エ
ネルギー、健康などの７つの戦略分野と、成長への貢献度の高い２１の施策を「国家戦略プロジェクト」として選
定しており、「環境未来都市」構想が国家戦略プロジェクトに位置付けられた。 

イメージ図 

出典：内閣官房地域活性化統合事務局 

ＨＰ掲載資料に基づいて作成 

《手段》 
・環境未来都市整備促進法（仮称）の制定 

・関連予算の集中、規制改革、税制のグリー
ン化等 

・都市全体を輸出パッケージとして、アジア諸
国との政府間提携を進める 

 

 

《施策の内容》 

環境モデル都市等から厳選された戦略的都
市・地域に対し、以下の施策を集中投資する。 

・スマートグリッド、再生可能エネルギー、次世
代自動車を組み合わせた都市のエネルギーマ
ネジメントシステムの構築 

・事業再編や関連産業の育成 

・再生可能エネルギーの総合的な利用拡大    

 



環境未来都市 今後の進め方 
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※被災地からの提案例：「気仙広域環境未来都市」（大船渡市、陸前高田市、住田町）、 

「釜石市環境未来都市構想」（釜石市）、「次世代に繋ぐ循環型都市 南相馬」（南相馬市） 等 

公募状況：被災地域から６件、その他地域から２４件の提案 

・環境未来都市評価・調査検討会によるヒアリング・評価 

・新成長戦略実現会議分科会での審議 

１２月中に環境未来都市を選定 

２０１１年 

２０１２年 
・各都市の計画策定密接に連携し、モデル事業を実施 

・財政上・税制上の支援措置等の検討及び実施 

・法制度の検討 

出典：内閣官房地域活性化統合事務局ＨＰ掲載資料に基づいて作成 


